
 

『Ｒ５年度税制改正要望―経産省 スタートアップ等支援強化』 
 

 経済産業省は今般、令和５年度税制改正に関する同省の要望を取りまとめた。【スタートアップ・エコシ

ステムの抜本強化】〇エンジェル税制の申請手続の見直し〇ストックオプション税制の権利行使期間

の延長 〇国外転出時課税制度の利便性向上 〇自己発行・自己保有の暗号資産を期末時価評価課

税の対象外とする措置の創設【カーボンニュートラルへの対応とイノベーション促進のための取組】〇

研究開発税制の拡充（一般型のインセンティブ強化、サービス開発の要件の見直し等）・延長〇ＤＸ投

資促進税制の拡充（デジタル投資の要件見直し等）・延長 〇スピンオフ実施の円滑化のための措置拡

充 〇エコカー減税等の見直し（取得時のユーザー負担軽減）・延長 〇

揮発油税の免税措置や非製品ガスに係る石油石炭税の還付措置の延

長〇電気・ガス供給業における法人事業税の課税方式（収入金課税）を

一般の方式へ変更【中小企業・小規模事業者の設備投資・経営基盤の

強化と地域経済を牽引する企業の成長促進】〇中小企業投資促進税制

の延長 〇中小企業技術基盤強化税制の拡充・延長 〇地域未来投資

促進税制の拡充・延長【企業活動のグローバル化に対応した事業環境

の整備】〇外国子会社合算税制の見直し、グローバル最低税率課税へ

の対応等 
 

『地域課題の解決を通じ 持続可能な地域社会へ－総務省』 
 

 総務省はこのほど、「地域課題の解決を通じた持続可能な地域社会の実現」を２０２３年度の重点施策

として発表した。同省は、政府の掲げる新しい資本主義やデジタル田園都市国家構想に基づきながら、

活力ある地域づくりや安全・安心なくらしの実現の実現を図る。そのための施策テーマとして５つの課題

解決に向けた取り組みを上げている。 

 （１）デジタル変革への対応、グリーン化の推進、活力ある地域づくり（全

ての国民がデジタル化によるメリットを享受できるデジタル変革（ＤＸ）の

加速化、グリーン社会の実現への取組推進、人口減少や少子高齢化、人

や企業の東京圏への一極集中に対応した人への投資及び地域づくり

等）（２）内外の環境変化への対応（国際連携の強化・経済安全保障の推

進、サイバーセキュリティの確保、情報通信の制度の見直し、集中的な統

計改革等）（３）防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらし

の実現（消防防災力・地域防災力の充実強化等）（４）感染症への対応、

持続可能な地域社会の実現等を支える地方行財政基盤の確保（感染

症を踏まえた国と地方の連携等を推進等）（５）持続可能な社会基盤の

確保（郵政事業、恩給、行政運営の改善、統計、主権者教育に係る取組

の推進等） 
                           出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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